
料金回収率

R2年度における管路更新率は、R1
年度と同水準となりました。
R2年度のペースで更新を進める場
合、本市すべての管路を更新し終わ
るまでに約164年かかる計算となりま
す。

項
目

 管路の更新投資の実施状況

指
標

管路更新率

項
目

 施設全体の老朽化度合い

指
標

有形固定資産減価償却率

項
目

 管路の経年化の状況

指
標

管路経年化率

項
目
指
標

経常損益

経常収支比率

項
目

料金水準の適切性

算出
式

流動資産÷流動負債×100

算出
式

企業債現在残高合計÷給水収益
×100

項
目

累積欠損

指
標

累積欠損金比率

項
目

支払能力

指
標

指
標

施設の更新を進めているため、R2年
度における有形固定資産減価償却
率は前年度より減少しています。

需要に応じた施設利用に努めること
で、R2年度における施設利用率は
前年度より増加しています。

R2年度における有収率も、96%以上
の高い水準を維持しています。

算出
式

一日最大配水量÷一日配水能力
×100

算出
式

年間総有収水量÷年間総配水量
×100

流動比率

項
目

債務残高

指
標

企業債残高対給水収益比率

令和2年度水道事業会計決算の概要について

収益的収支（税抜き） 経営指標

資本的収支（税込み）

R2年度における経常収支比率は
100%を超えており、黒字となっていま
す。

R2年度には、新型コロナウイルス感
染症拡大に伴う水道料金軽減事業
などにより給水収益が減少している
ため、数値は悪化しています。

R2年度においても累積欠損金比率
は0%となっており、本市では損失が
生じていません。

R2年度は内部留保資金から資本的
収支へ補填する額が増加したため、
流動比率は前年度より減少していま
すが、100%以上を維持しており、一
定の支払能力を有しています。

企業債を借入れていないため、R2年
度における企業債残高対給水収益
比率は前年度より減少しています。

経常収益÷経常費用×100
算出
式

算出
式

供給単価÷給水原価×100

算出
式

当年度未処理欠損金÷（営業収益
-受託工事収益）×100

算出
式

当該年度に更新した管路延長÷
管路延長×100

算出
式

有形固定資産減価償却累計÷有
形固定資産のうち償却対象資産の

帳簿原価×100

指
標

給水原価

項
目

施設の効率性

管路更新を行っているものの、管路
の経年化の方が早く進行しているた
め、R2年度における管路経年化率
は増加しています。法定耐用年数を経過した管路延長

÷管路延長×100
算出
式

算出
式

〔経常費用-（受託工事費+材料および
不用品売却原価+附帯事業費）-長期

前受金戻入〕÷年間総有収水量

給水にかかる費用はR1年度より増
加しましたが、給水量がそれ以上に
増加したため、R2年度における給水
原価は前年度より減少しています。

指
標

施設利用率

項
目

 供給した配水量の効率性

指
標

有収率

項
目

費用の効率性

職員給与費

193百万円

支払利息

2百万円

減価償却費

517百万円

動力費

101百万円

薬品費

6百万円

修繕費

44百万円

受水費

357百万円

その他営業費用

142百万円

受託工事費等

10百万円

料金調整基金積

立金 97百万円

利益 9百万円

費用

給水収益

1008百万円

受託工事収益

8百万円
その他営業収益

51百万円

料金調整基金

取り崩し額

114百万円

料金調整基金積

立金額

97百万円

長期前受金

戻入益

134百万円

その他雑収益

66百万円

収益

1,4781,469
百万円百万円

建設改良費

673百万円

企業債償還金

13百万円

建設基金積立金

24百万円

その他資本的支出

385百万円

支出

分担金

62百万円

工事負担金 8百万円

建設基金繰入金

13百万円

基金収入

26百万円

内部留保資金

等からの補填

986百万円

収入

資本的収支は

986百万円不足
補填

1091,095

百万円百万円

収益的収支は

9百万円の黒字

新型コロナウイルス感染症拡大に

伴う水道料金軽減事業などにより

前年度（1041百万円）から33百万

円減少。

水道料金軽減事業補助金により前年

度（8百万円）から58百万円増加。

漏水修理等業務委託料の増

加に伴い前年度（125百万円）

から17百万円増加。

前年度（88百万円）より26百万円減

前年度（114百万円）より

106百万円減少。

本市公共下水道事業会計への貸付金により前年

度（250百万円）から135百万円増加。

前年度（543百万円）よ

り130百万円増加。
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汚水処理原価は、流域下水道により
汚水処理を効率的に行っていること
から、類似団体平均（令和元年度 約
140円）よりも安価な状況が続いてい
ます。

令和2年度の経費回収率は、使用料
単価が安価であることから必要経費
を使用料収入で賄えない状況が続
いています。

算出
式

（企業債現在高合計-一般会計負
担額）÷（営業収益-受託工事収益

-雨水処理負担金）×100

令和2年度の企業債残高対事業規
模比率は、整備事業がおおむね完
了したことから、企業債残高のピー
クは過ぎたものの、経営上の大きな
負担となっています。

指
標

汚水処理原価

管理の効率性
項
目

項
目

使用料の適切性

指
標

経費回収率

算出
式

下水道使用料÷汚水処理費（公費
負担分を除く）×100

本市では昭和54年に事業を開始し、
整備した管渠は比較的新しいものが
多く、法定耐用年数を経過した管路
はないため、低い数値となっていま
す。

法定耐用年数を経過した管渠延長
÷下水道布設延長×100

算出
式

指
標

施設利用率

項
目

使用料対象の捕捉

指
標

水洗化率

算出
式

汚水処理費（公費負担分を除く）÷
年間総有収水量

算出
式

当該年度に更新・改良・修繕した
管渠延長÷下水道布設延長×100

算出
式

有形固定資産減価償却累計額÷
有形固定資産のうち償却対象資産

の帳簿原価×100

項
目

施設の効率性

項
目

 管渠の経年化の状況

指
標

管渠老朽化率

令和2年度公共下水道事業会計決算の概要について

収益的収支（税抜き） 経営指標

資本的収支（税込み）

経常収支比率は、使用料収入が不
足しているため、一般会計からの繰
入れにより100%を保っています。

営業収益に対して累積欠損金の状
況を示す累積欠損金比率は、累積
欠損金が発生していないため、0%と
なっています。

流動比率は、流動資産では、年間を
通じて最低限の現金しかなく、流動
負債では、過去に集中して多額の借
金を行い事業を進めたことが原因で
あり、100%を大きく下回っています。

経常収益÷経常費用×100
算出
式

算出
式

当年度未処理欠損金÷（営業収益
-受託工事収益）×100

算出
式

流動資産÷流動負債×100

指
標

企業債残高対事業規模比率

有形固定資産減価償却率は、平成
30年度に法適用したところであるた
め、減価償却実積が少なく、低い数
値となっています。

公共下水道事業は、本市単独で処
理場を保有していないため、0%で
す。

令和2年度の水洗化率は96.96％
で、平成26年度で整備事業がおお
むね完了したことから、平均値（令和
元年度 約94%）とほぼ同率ですが、
今後も水洗化促進に努めます。

算出
式

晴天時一日平均処理水量÷晴天
時現在処理能力×100

算出
式

現在水洗便所設置済人口÷現在
処理区域内人口×100

項
目

 施設全体の老朽化度合い

指
標

有形固定資産減価償却率

項
目
指
標

経常損益

経常収支比率

項
目

累積欠損

令和2年度は、管渠の改築・更新は
行っていないため0%となっています
が、ストックマネジメントに基づき、管
渠等の改築・更新に取り組んでいき
ます。

項
目

 管渠老朽化対策の実施状況

指
標

管渠改善率

項
目

債務残高

指
標

累積欠損金比率

項
目

支払能力

指
標

流動比率

企業債

償還金

829百万円

建設改良費

144百万円

支出

減価償却費

851百万円

支払利息

156百万円

流域下水道

負担金

479百万円

管渠費、

浄化槽費、

総係費

86百万円

職員給与費

49百万円

その他費用

3百万円

費用

使用料収入

734百万円

その他

営業収益

1百万円

一般会計

繰入金

317百万円

長期前受金

戻入

573百万円

収益

1,6251,624
百万円百万円

国庫補助金

4百万円

一般会計

繰入金

221百万円

企業債

117百万円

他会計借入金

385百万円

内部留保資金

等からの補填

246百万円

収入

727973

百万円百万円

前年度（735百万円）

とほぼ同額。
前年度（447百万円）から

32百万円増加。

前年度（282百万円）から

35百万円増加。

前年度（424百万円）から

307百万円減少。

前年度（318百万円）から

174百万円減少。

本市水道事業会計からの借

入金。前年度（250百万円）

から135百万円増加。

前年度（872百万円）から

43百万円減少。
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前年度（191百万円）から

30百万円増加。

収益的収支は一般会計か

らの基準額以上の繰入によ

り、収支均衡を図っている。

資本的収支は

246百万円不足

補填
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項
目

 管渠老朽化対策の実施状況

指
標

管渠改善率

項
目

債務残高

指
標

累積欠損金比率

項
目

支払能力

指
標

流動比率

算出
式

項
目
指
標

経常損益

経常収支比率

項
目

累積欠損

令和2年度農業集落排水事業会計決算の概要について

収益的収支（税抜き） 経営指標

資本的収支（税込み）

経常収支比率は、使用料収入が不
足しているため、一般会計からの繰
入れにより100%を保っています。

営業収益に対する累積欠損金の状
況を示す累積欠損金比率は、累積
欠損金が発生していないため、0%と
なっています。

流動比率は、流動資産では、年間を
通じて最低限の現金しかなく、流動
負債では過去に集中して多額の借
金を行い事業を進めたことが原因で
あり、100%を下回っています。

経常収益÷経常費用×100
算出
式

算出
式

当年度未処理欠損金÷（営業収益
-受託工事収益）×100

算出
式

流動資産÷流動負債×100

指
標

企業債残高対事業規模比率

汚水処理費（公費負担分を除く）÷
年間総有収水量

算出
式

当該年度に更新・改良・修繕した
管渠延長÷下水道布設延長×100

算出
式

有形固定資産減価償却累計額÷
有形固定資産のうち償却対象資産

の帳簿原価×100

項
目

施設の効率性

項
目

 管渠の経年化の状況

指
標

管渠老朽化率

算出
式

法定耐用年数を経過した管渠延長
÷下水道布設延長×100

算出
式

指
標

施設利用率

項
目

使用料対象の捕捉

指
標

水洗化率

晴天時一日平均処理水量÷晴天
時現在処理能力×100

算出
式

現在水洗便所設置済人口÷現在
処理区域内人口×100

項
目

 施設全体の老朽化度合い

指
標

有形固定資産減価償却率

算出
式

（企業債現在高合計-一般会計負
担額）÷（営業収益-受託工事収益

-雨水処理負担金）×100

企業債残高対事業規模比率は、企業債
の償還金の全額を一般会計繰入金によ
り賄っているため、0%です。事業の完了
に伴い、企業債残高は減少しています
が、経費回収率と同じく、必要経費の収
入が一般会計からの繰入金に依存して
おり、使用料収入で賄えていません。

指
標

汚水処理原価

管理の効率性
項
目

項
目

使用料の適切性

指
標

経費回収率

算出
式

下水道使用料÷汚水処理費（公費
負担分を除く）×100

平成6年に供用を開始し、整備した
施設は新しいものが多く、法定耐用
年数を経過した施設はないため、低
い数値です。また、平成30年度に機
能診断を実施し、概ね良好でした。
令和元年度に策定した施設の最適
整備構想に基づき、施設の改築・更
新に取り組んでいきます。また、今
後、再編計画により、公共下水道へ
の接続を含めた施設の存続や統合
について検討していきます。

令和2年度の汚水処理原価は汚水
処理量に関わらず、処理費用がか
かることと、施設が過大で効率的に
利用していない状況のため、平均値
（令和元年度 約270円）よりも高い値
です。

必要経費の収入が一般会計からの
繰入金に依存しており、使用料収入
で賄えていません。

有形固定資産減価償却率は、平成
30年度に法適用したところであるた
め、減価償却実積が少なく、低い数
値となっています。

施設利用率は、施設が過大で効率
的に利用していない状況であり、約
35%と低い値を推移しています。

令和元年度の水洗化率は世帯の減
少等の影響を受けていますが、ほぼ
横ばいです。

一般会計

繰入金

29百万円

収入

減価償却費

35百万円

支払利息

5百万円

処理場費

18百万円

職員給与費

4百万円

費用

使用料収入

10百万円

一般会計

繰入金

27百万円

長期前受金

戻入

25百万円

収益

企業債

償還金

29百万円

支出

6262
百万円百万円

2929

百万円百万円
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（%）

0 0 0 
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（%）（%）
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94.7
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（%）

0 0 0
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（%）

27.1 31.8

41.9
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20.0
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40.0
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（%）

761.9
644.4

510.7

400.0
500.0
600.0
700.0
800.0

H28 H29 H30 R1 R2

（円）

35.5 34.4
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H28 H29 H30 R1 R2

（%）

96.1 96.3 96.2
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96.0
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98.0

H28 H29 H30 R1 R2

（%）

6.4
12.6

16.6
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5.0

10.0
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H28 H29 H30 R1 R2
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0.0
1.0
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3.0
4.0
5.0

H28 H29 H30 R1 R2

（%）

0 0 0 
0.0
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3.0
4.0
5.0

H28 H29 H30 R1 R2

（%）

収益的収支は一般会計

からの繰入により、収支

均衡を図っている。

前年度（55百万円）から

20百万円減少。 前年度（39百万円）から

14百万円減少。

前年度（33百万円）から

6百万円減少。

資本的収支は一般会計

からの繰入により、収支

均衡を図っている。
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